
 

 

 ２０１７春季生活闘争 取り組み方針（案） 2017年２月21日時点 

 
共
 
 

闘
 

産  別 

基本的な考え方 賃上げ要求 非正規労働者の労働条件改善 職場における男女平等の実現
ワーク・ライフ・バランス 

社会の実現 

ワークルールの 
取り組み 

その他の 
取り組み 

要 求 
提出日 

回 答 
指定日 産業全体の「底上げ・底支え」

「格差是正」の取り組み 

月例賃金 
①個別銘柄（年齢ポイント）ごとの

「最低到達水準」「到達目標水準」 
②「賃金カーブ維持相当分（構成組

織が設定する場合）」「賃上げ分」 

企業内最低賃金 
・協定の締結 
・適用対象の拡大 
・協定額の引き上げ 
・初任給の引き上げ 

一時金 
・一時金の要求基準等 

総合的な労働条件改善を求
める【重点項目】の取り組み

賃金の引き上げの取り組み
（男女間賃金格差是正、女性活躍
推進法、改正男女機会均等法、等）

（過重労働対策、時間外 
割増率、両立支援、等） 
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会

議

自 治 労 

 

方針決定日 
１月27日 

地方公務員賃金は、地域の
消費動向や地方において多く
を占める中小企業等で働く労
働者の賃金にも、影響がある
ため、春闘期から公務員賃金
改善にむけた取り組みを進
め、連合方針、公務員連絡会
を踏まえ、賃金の水準改善に
こだわって取り組みを進める。 
2015年給与制度の総合的見
直しによるマイナス2％の回復
分に、連合の掲げる「底上げ・
底支え」「格差是正」分の２％
を加えた4％程度を賃上げ要
求基準とし、人勧期・確定期ま
でを見据えた賃金改善の取り
組みを進める。また非正規や
民間・中小については時給
1,010円以上の確保をはかる。 

到達目標とするポイント賃金をめざ
しつつ、少なくとも2015年給与制度
の総合的見直しによるマイナス２％
の回復分に、連合の掲げる「底上
げ・底支え」「格差是正」分の２％程
度を加えた４％程度を賃上げ要求
基準とする。 
 
＜自治体単組＞ 
【到達目標（ポイント賃金）】 
30歳 243,599円 
35歳 295,740円 
40歳 345,348円 
＜地域公共サービス民間労働者＞ 
①自治体最低賃金（月額155,800

円以上、日給7,790円以上、時
給1,010円以上）の確立 

②「賃金カーブ維持相当分4,500
円 + 賃金改善分6,000円」以
上の引き上げの実施 

＜公営競技評議会＞ 
①臨時・非常勤等職員の賃金ｇ引

き上げ目標に準じ、時給1,010円
以上を要求 

＜全国一般評議会＞ 
①13,500円以上（平均賃上げ・定

昇相当分）の引き上げ 
②パートタイム（短時間）労働者の

時給引き上げ50円以上、または
絶対額1,000以上の実現 

③雇用形態にかかわらず、月額
155,800円以上（日額7,790円以
上、時給1,010円以上）を最低賃
金とすること 

 
 

自治体に雇用されるす
べての労働者、地域公
共サービス民間労働者
を対象とする自治体最低
賃 金 を 確 立 し 、 月 額
155,800円（国公行(一)１
級13 号俸） 以上、 日給
7,790円（月額/20日）以
上、時給1,010 円（ 月額
/20日/７時間45分）以上と
して要求。 

①一時金の引き上げにあたっ
ては、期末手当を中心に改
善すること。 

②勤勉手当の成績率の運用に
ついては、十分な労使交渉
と合意によること。 

①雇用継続の取り組み
②処遇改善の取り組み
③自治体臨時・非常勤

等職員の法整備の課
題に対する取り組み 

④雇用継続、処遇改善、
法整備にむけた首長・
議会対策の強化 

⑤非正規労働者10万人
組織化の取り組み 

【賃金要求】 
①自治体最低賃金を時給1,010円（国公行

(一)１級13号俸相当155,800円÷20日÷７
時間45分）以上とし、正規職員との均等待
遇をはかること。 

②賃金改善について、37円/ｈ＋２％（格差
是正分）以上の引き上げを実施すること。

③実務経験、能力に基づいて報酬決定を行
うこと（昇給制度の確立）。 

【最低到達条件】 
①通勤費用（費用弁償を含む）について全

額支払うこと。 
②時間外勤務手当（追加報酬）について全

額支払うこと。 
③休暇・休業（年次有給休暇（年次繰り越し

を含む）、産前・産後休暇、病気休暇、忌
引き休暇、短期介護休暇、子の看護休
暇、育児・介護休業（休暇）、生理休暇、夏
季休暇、特別休暇）を制度化すること。ま
た、常勤職員との時間比例による均等待
遇をはかること。 

④健康診断について、６ヵ月以上勤続（見込
み）・週勤務20時間以上の職員に実施す
ること。 

⑤雇用保険・健康保険・厚生年金について、
法定基準を最低に加入させること。とくに、
厚生年金の加入対象が20時間以上に拡
大したことを受けて、すべての対象者を速
やかに加入させること。 

⑥2009年度より消費生活相談員の報酬にか
かる地方交付税措置が拡充（150万円
→300万円）されていることを踏まえ、非常
勤職員である消費生活相談員の賃金改善
を行うこと。また、保育士・介護職員につい
ては、人材確保の観点から民間でも処遇
改善がはかられていることを踏まえ、賃金
改善を行うこと。 

【均等待遇（賃金）】 
①自治労の自治体最低賃金と経験年数を考

慮した、年齢別最低保障賃金を確立する
こと。 

②賃金（報酬）について、人事院指針（2008
年８月26日）や総務大臣答弁（2009年５月
26日）、「2014年通知」などを踏まえ、職務
内容（職務の内容と責任）、在勤する地
域、職務経験等の要素を考慮し、改善す
ること。 

③諸手当（相当報酬）について、正規職員と
の均等待遇による支給とすること。 

④週の労働時間が定まり、６ヵ月以上勤務予
定の職員には、月給制度を適用すること。

①２月28日に「男女が
ともに担う自治労県
本部代表者会議」を
開催し、男女平 等
推進にむけた課題
の共有化をはかる。

②女性活躍推進法お
よび次世代育成支
援対策推進法の特
定（一般）事業主行
動計画を点検し、計
画を確実に実行す
るため労使協議を
行う。 

③あらゆるハラスメント
のない快適な職場
を実現するために
も、総体的なハラス
メント防止にむけた
研修の充実と相談
体制の確立など、必
要な措置について
労使で確認する。ま
た、本部が作成する
「パワハラの予防・
解決マニュアル（仮
称・2017年１月発行
予定）」を活用し、対
策をはかる。 

①自治労の目標である1800
時間を早期に実現し、ゆと
りある生活を送るためにも、
当局の責任として勤務時間
の管理をさせるとともに、労
使による時間外勤務の縮減
に取り組む、また、年次有
給休暇の完全取得等に取
り組む。 

②地方公務員の育児休業等
に関する法律及び育児休
業、介護休業等育児又は
家族介護を行う労働者の福
祉に関する法律の一部を
改正する法律を踏まえ、両
立支援制度の改善を行うこ
と。 

③育児休業および介護休暇
に関わる期間の給与上の
取り扱いは、全期間勤務し
たものとみなし、昇給、一時
金、退職手当に関する不利
益を解消すること。また、賃
金格差が生じないよう配慮
すること。 

④ワーク・ライフ・バランスの実
現と男女平等の推進を、自
治労の年間を通した重要課
題として、組織全体で取り
組む。具体的には、各単組
において春闘期を起点に、
ワーク・ライフ・バランスと男
女平等に関する課題を要
求書に盛り込み、男女平等
推進月間である６月期に
は、男女平等推進闘争に
取り組み、積み残した課題
について前進をはかる。 

ワークルールの遵守
と快適な職場づくり
にむけて、下記の事
項について要求す
る。 
① 窓 口 業 務 を は じ

め、地方行政サー
ビスにおける安易
な民間委託は行わ
ないこと。委託に関
する何らかの検討
を行う場合でも、必
ず事前に組合との
協議を行うこと。 

②偽装請負を行わな
いこと。 

③任用・雇用につい
ては直接雇用を原
則とし、派遣労働者
の受け入れについ
ては、事前協議を
前提とすること。 

④安全衛生委員会を
月１回以上開催し、
快適職場環境の実
現と健康診断の徹
底をはかること。 

⑤災害時の業務の体
制、取引先・委託先
などとの連携のあり
方などについて、組
合と交渉・合意の上
ルール化すること。 

⑥2015年12月から義
務化されたストレス
チ ェ ッ ク に つ い て
は、引き続き、結果
の集団集計・分析を
行った上で、職場
環境改善を講じ、高
ストレス者の未然防
止につなげること。
また、50人未満の
事業場も 含め、す
べての事業場にお
いて実施すること。 

【地方財政の確立】 
公共サービスの充

実と地方財源の確保
にむけて、政府予算
編成および自治体予
算編成時から取り組み
を進める。とくに、政府
予算および地方財政
の大枠が決定される
概算要求策定時期（６
～９月）につながる取
り組みを進め、地方財
政の確立をはかる。と
くに、「骨太方針2016」
に盛り込まれた「トップ
ランナー方式」の早期
拡大、民間委託状況
等の「見える化」の徹
底・深化・拡大等に対
し、政府・国会対策を
強化する。 
【よりよい地域医療・福
祉にむけた春闘の取
り組み】 
①安心の地域医療・

福祉を守るため、地
域における医療、介
護、福祉の連携を
強化し、多様化・複
雑化する社会保障
ニーズに対応すると
と も に 、 こ れ ら の
サービスを支える人
材の確保・処遇の
改善にむけた取り
組みを行う。 

②連合の「クラシノソコ
アゲ応援団！ ＲＥ
ＮＧＯキャンペーン
第２弾」（以下、「クラ
シノソコアゲキャン
ペーン」）に連動し
て行われる、社会保
障分野における政
策実現にむけた取
り組みに積極的に
参加する。 

2月8～15日 3月17日 

        

        

インフラ･公益共闘連絡会議 
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産  別 

基本的な考え方 賃上げ要求 非正規労働者の労働条件改善 職場における男女平等の実現
ワーク・ライフ・バランス 

社会の実現 

ワークルールの 
取り組み 

その他の 
取り組み 

要 求 
提出日 

回 答 
指定日 産業全体の「底上げ・底支え」

「格差是正」の取り組み 

月例賃金 
①個別銘柄（年齢ポイント）ごとの

「最低到達水準」「到達目標水準」 
②「賃金カーブ維持相当分（構成組

織が設定する場合）」「賃上げ分」 

企業内最低賃金 
・協定の締結 
・適用対象の拡大 
・協定額の引き上げ 
・初任給の引き上げ 

一時金 
・一時金の要求基準等 

総合的な労働条件改善を求
める【重点項目】の取り組み

賃金の引き上げの取り組み
（男女間賃金格差是正、女性活躍
推進法、改正男女機会均等法、等）

（過重労働対策、時間外 
割増率、両立支援、等） 
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基 幹 労 連 

 

方針決定日 

2月8日 

１．2年サイクルの労働条件改善に取り組む 
○個別年度として「年間一時金」と「格差

改善」を主要な取り組み項目としま
す。 

○賃金改善に取り組む組合は、AP16春
季取り組み方針のもとで部会のまとま
りをもって、確実に成果につなげる取
り組みを展開します。 

○優秀な人材を確保し、生産性を向上
させ、さらに魅力ある産業・企業にして
いくためにも、基幹産業にふさわしい
処遇を求めることが重要であり、働き
方も含めたトータルとしての「人への投
資」が必要です。 

○基幹労連は、賃金改善交渉を行う部
会の取り組みを支援し、総合組合は、
賃金改善に取り組むグループ・関連
組合や業種別組合に対し、積極的な
支援を行います。 

２．産業・労働政策中期ビジョンに基づき
格差改善に取り組む 

○「格差改善」は、中期ビジョンに基づ
き、業種別部会ごとのまとまりをもって
取り組みます。 

○「賃金」「退職金」は、業種別部会ごと
の「当面の目標」をふまえ、業種別部会
のまとまりをもって、相乗効果を発揮す
る取り組みをすすめます。 

３．働く者全ての雇用確保と処遇改善や
ワーク・ライフ・バランスの実現に向け働
く者を軸とした「働き方改革」 

○働く者全ての雇用確保と処遇改善に
向け、労働条件の底上げ・底支えにつ
ながる取り組みをすすめます。 

○長時間労働を是正しつつ生産性を高
めるためにも、ワーク・ライフ・バランス
の実現が重要です。ワーク・ライフ・バ
ランスの実現によって、働く者個々人
の生活の「安心・安定」と産業・企業の
「競争力強化」の好循環の創造につな
げます。 

○育児・介護への対応等の課題が顕在
化し将来不安が拡大するなか、働く者
が活き活きと安心して働き続けることの
できる仕組みづくりに向け、労働組合と
しての「働き方改革」を推進していく必
要があります。 

○有給休暇の取得促進（失効年休ゼ
ロ）、男女共同参画、両立支援等の課
題も十分にふまえた取り組みを検討し
ます。 

４．労働関係法制への対応も含め連合・
ＪＣＭと連携して取り組む 

○連合やJCMの方針をふまえて取り組み
をすすめるとともに、働く者を守る最低
限のルールである労働関係法制に関
する法改正においては、公労使三者
構成の原則のもと、働く者の立場から
対処していきます。 

1)定期昇給 
 ＡＰ１６春季取り組
みの結果をふまえ、
2017年度の定期昇
給に関する取り組み
が必要な組合は、以
下の取り組みを行う。 
ア．定期昇給相当分

を確保する。 
イ．定期昇給制度未

確立または未整備
の 組 合 に つ い て
は、制度化ないし
整備に取り組む。 

ウ．定期昇給制度未
確立または未整備
の状態で取り組む
場合の 定期昇給
額または相当額・
率は次のとおりと
する。 

〇標準労働者（35歳
・勤続17年）を基
準 と す る 場 合 は
3,700 円 （ 年 功 的
要素のみ）とする。 

〇平均方式の場合
は、平均基準内賃
金の２％相当を目
安とする。 

2)賃金改善 
○AP16 春 季 取 り 組

み方針をふまえ、
部会でまとまりを
もった取り組みを
すすめます。 

○基幹労連は、賃金
改善交渉を行う部
会の取り組みを積
極 的 に 支 援 し ま
す。 

1)企業内最低賃金協定の締
結 

○未協定組合：協定化に取り
組む 

○18歳最低賃金の改定：高
卒 初 任 給 準 拠 、 月 額
159,000円以上または2,000
円以上の引き上げ 

○地域別最低賃金や特定
（産業別）最低賃金の引き
上げ状況に鑑み、企業内
最低賃金協定額の引き上
げに積極的に取り組む。 

○月間の所定労働時間をふ
まえた時間額協定に盛り込
む 

○年齢別最低賃金：18歳の
賃金を100として、20歳＝
105、25歳＝120、30歳＝
130、35歳＝140、40歳＝
150、45歳＝160を目標に
設定 

2)「JCミニマム（35歳）21万円」
の確立 
実態把握と必要な改善に

向けて労使で話し合うなど 

○要求基準はJCMの「年間5ヵ
月分以上を基本」とする考え
方をふまえ、要求方式ごとに
設定 

○構成要素は「生活を考慮し
た要素」と「成果を反映した
要素」 

○各要求方式で示した水準以
上をめざすことができる組合
は、増額に取り組む 

○財源の確保については、
「組合員平均」または「基準
労務構成にもとづく支給財
源方式」 

 1）「金額」要求方式 
  「生活を考慮した要素」は、

120万円ないし130万円「成
果を反映した要素」は、40万
円を基本に設定 

 2）「金額＋月数」要求方式 
  40万円＋4ヵ月を基本 
 3）「月数」要求方式 
   5ヵ月を基本 
 4）業績連動型決定方式 
  中期ビジョンの考え方をふ
まえる 

【働く者全ての雇用確保と労
働条件の底上げ・底支え】 
○組合員はもとより、同じ企業

・グループに働く者全ての
将来的な「安心・安定」の
確立に向けて、連合・JCM
の方針にもとづき取り組み
を展開 

○非正規労働者を含め、男
女ともに働きやすい労働条
件づくり、職場環境づくり 

○直接雇用の非正規労働者
については、組織化に向け
た取り組みを推進するとと
もに、労働条件の均等・均
衡待遇の観点から以下の
対応をはかります。 

1）AP春季取り組みにおける
賃金改善をふまえた改善

2）労災・通災付加補償にお
ける正社員同等の取り扱い
に向けた改善 

3）福利厚生も含めた不合理
な労働条件の相違がない
ことの確認と必要な改善 

4）無期転換や正社員化に関
するルールや運用の整備
等について、「労使話し合
いの場」や「別途申し入れ」
も含め、各組合の実態に応
じて対応可能な方策で取り
組む 

○派遣労働者については、
2015年9月から施行された
改正労働者派遣法改正に
係る取り組みのもと、一層
の状況把握と改善、コンプ
ライアンスの徹底に注力 

上記賃金改善内容に含む。
60歳以降者の取り組みにつ
いては「その他項目」に記
載。 

「ワーク・ライフ・バランスの実現」
の中で取り組む 

【労働時間・休日・休暇】 
○総労働時間の縮減に向け

て「休める仕組み」を充実さ
せる取り組み 

○年間所定労働時間：総合
組合水準への到達をめざ
し、「休日増」「1日の労働時
間短縮」の要求を設定 

○年次有給休暇の初年度付
与日数：20日以上とし、付
与日数の増をはかる 

【諸割増率】 
○所定労働時間を算定基礎

として法定休日も含めた所
定外労働時間の積み上げ
とする 

○所定休日も含めた休日労
働割増率 40％への到達 

○特別条項における努力義
務への対応として、45時間
／月を超える時間外労働
割増率30％への到達 

○ 60時間／月を超える時間
外労働割増率50％以上へ
の早期到達（※1） 

  ※1  従業員300人以下等
の中小企業を対象に、労働
基準法の1ヵ月60時間を超
える時間外労働割増率50
％以上の適用猶予措置は
2019年3月までとなる予定。 

 
【ワーク・ライフ・バランス】 
○中期ビジョンにもとづき、年

間所定労働時間1,800時間
台の実現をめざす 

○「労使話し合いの場」未整
備組合：設置 

○「労使話し合いの場」設置済
組合：年間総実労働時間の
縮減に向け、継続的かつ具
体的な改善に取り組む 

○働く者を軸とした「働き方改
革」を推進し、有給休暇の
促進（失効年休ゼロ）、男女
共同参画、両立支援等、様
々な角度から要求項目を策
定 

【労働法制への
対応】 
○連合・JCMと連
携を はか りなが
ら、働く者を基軸
とした取り組みと
なるよう必要な対
応を行う 

【退職金】 
○中期ビジョンのガイドライン

（目安：2,200万円）の達成
に向けて取り組む 

○ガイドライン到達組合は、さ
らなる改善も視野に入れて
検討 

○業種別部会ごとの「当面の
目標」をふまえ、各業種別
部会や個別組合の実情に
応じて引き上げ額を設定 

【労災・通災付加補償】 
○労働災害付加補償：死亡弔

慰金3,400万円への到達 
○通勤途上災害付加補償：

1,700万円への到達 
○障害等級1級以下：総合組

合水準への到達 
【60歳以降者の安定雇用確保
と処遇改善】 
○これまでの取り組み経過も

踏まえ、引き続き「クリアすべ
きハードルの考え方」（※2）
に沿って、必要な処遇改善を
行います。なお、無年金者へ
の対応にも注視します。 

※ 「クリアすべきハードルの考
え方」：第9回定期中間大会
で確認した内容。「希望者
全員に対する年金支給開
始年齢までの雇用の確保」
や「生計費の確保と働き方
に見合う処遇の確立」等に
ついて示している。 

○今後の60歳以降者の労働
条件や各種制度のあり方の
検討に向け、労使で検討
テーマにあげる等、共通認
識をはかりながら必要な対
応を行います。 

○賃金改善については、60歳
以前者のAP取り組み成果
が適切に反映されるよう取り
組むこととします。 

【産業政策、政策・制度の取り
組み】 
○産業政策課題：JCMと連携

し解決に向けて取り組む 
○個別産業課題：国政フォー

ラム議員との連携、省庁要
請等の機動的配置 

○政策・制度課題：連合の活
動に積極的に参画し、国民
生活全般の課題解決につ
なげる 

2月10日 3月15日 
 

Ｊ Ｐ 労 組 

 

方針決定日 

2月17日 

・グループ一体性を鑑み、主要四
社に対する統一要求を組み立て
る。関連子会社との連携をはか
り、主要四社に対する要求を基本
に全体の底上げを求める。 

・モチベーションの向上には、「人
件費の投入」が不可欠であると強
く主張し、経済要求の実現を追求
するとともに全国制度討論集会の
議論等に基づく政策制度要求を
組立て、その実現を追求する。 

・定期昇給の確保と連合
方針を踏まえた ベース
アップに取り組む。 

別途 一時金の年間一括妥結を求め
る。 

各種制度の改善を求める。 ・月給制契約社員のベース
アップ確保に取り組む。 

・時給制契約社員の時給単
価の引き上げに取り組む。

別途 ワーク・ライフ・バランスを追求
し、総労働時間の縮減の取り
組む。 

法 令 順 守 の 徹 底 と
ワークルールの確立
に取り組む。 

労働力の確保・定着
が困難な状況を踏ま
え、必要な労働力確
保に向けて取り組む。

2月23日 3月16日 
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産  別 

基本的な考え方 賃上げ要求 非正規労働者の労働条件改善 職場における男女平等の実現
ワーク・ライフ・バランス 

社会の実現 

ワークルールの 
取り組み 

その他の 
取り組み 

要 求 
提出日 

回 答 
指定日 産業全体の「底上げ・底支え」

「格差是正」の取り組み 

月例賃金 
①個別銘柄（年齢ポイント）ごとの

「最低到達水準」「到達目標水準」 
②「賃金カーブ維持相当分（構成組

織が設定する場合）」「賃上げ分」 

企業内最低賃金 
・協定の締結 
・適用対象の拡大 
・協定額の引き上げ 
・初任給の引き上げ 

一時金 
・一時金の要求基準等 

総合的な労働条件改善を求
める【重点項目】の取り組み

賃金の引き上げの取り組み
（男女間賃金格差是正、女性活躍
推進法、改正男女機会均等法、等）

（過重労働対策、時間外 
割増率、両立支援、等） 

イ 

ン 

フ 

ラ 

・ 

公 

益 
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絡

会

議

電 力 総 連 

 

方針決定日 
2月15日 

(1)電力関連産業全体の「底上げ・底支え」へ
の取り組み 
人材の定着・確保に向けた労働条件の引

上げや魅力ある産業をめざした「人への投
資」、生産性向上への貢献努力や経営環境
などを総合的に勘案し、電力関連産業全体
の「底上げ・底支え」に向けて賃金引上げに
取り組む。 
 
(2)賃金の「格差是正・復元」への取り組み 

自社の賃金実態を把握し、電力総連ミニ
マム水準より低位にある加盟組合や経年的
に賃金水準が低下してきている加盟組合は、
以下に掲げる指標を参考に、要求水準を決
定し、賃金水準の格差是正・復元に積極的
に取り組む。 
 
①個別賃金水準が「電力総連ミニマム水準」

を下回る加盟組合は、最低限必要な生計
費を確保する観点から、その水準に到達
するよう取り組む。 

【電力総連ミニマム水準】 
※人事院標準生計費を基に算出 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
②経年的に賃金水準が低下している加盟組

合は、その実態を把握し、社会水準（厚生
労働省：賃金構造基本統計調査・規模計）
をめざすという考え方に基づき、格差是正
および復元に取り組む。なお、電力総連加
盟組合３００名以下の個別賃金３０歳ポイン
ト（単純平均）での指標を示すと次のとおり
となる。 

（参考） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

加盟組合は事前準備として、
自社の賃金実態把握を確実に
行い、賃金カーブ維持分の確
保に加え、社会的役割と責任
などマクロの観点からの所得向
上や電力関連産業全体の「底
上げ・底支え」、「格差是正・復
元」などをめざし、3,000円以上
の賃金改定に取り組む。 
(1)自社の賃金実態の把握 

交渉の事前準備として、賃
金実態を把握し賃金カーブ維
持分に必要な原資の算出を行
うとともに、賃金カーブの歪み
や賃金分布の偏りなどの課題
把握を行う。また、過去の賃金
カーブと比較して、賃金水準が
経年的に低下しているなどの
要因の検証も十分に行う。 
(2)賃金カーブ維持分の確保 
○賃金制度（昇給ルールが制

度化されている）が確立して
いる加盟組合は、その賃金
表を維持する。 

○賃金制度（昇給ルールが制
度化されている）が確立して
い な い 加 盟 組 合 は 、 賃 金
カーブ維持分を要求する。 

○雇用安定を優先して、定期
昇給相当分の凍結や削減な
どを行わざるを得なかった加
盟組合は、それを回復する。 

(3)マクロの観点からの「所得向
上」への取り組み 
「経済の自律的成長」と「社

会の持続性」など社会的役割
や責任からの所得向上や社会
相場を踏まえた賃金の引上げ
に取り組む。 
（4）個別賃金水準の引上げ 

自社の賃金実態や個別の
事情等を勘案し、個別賃金水
準の引上げが必要と判断され
る加盟組合は、社会水準の確
保や水準低下の回復、賃金
カーブの歪みや賃金分布の
偏りの是正など、以下に掲げ
る指標などを踏まえ取り組む。 

(1)最低賃金協定の取
り組み 
パートタイム労働者

なども含めた電力関連
産業に働く者すべての
企業内 最低 賃金 とし
て、以下の要求水準を
踏まえて、組合ごとの
最低賃金協定を締結
する。 
【最低賃金締結基準：
東京都・神奈川の地域
別最低賃金時間額を
考慮し、18歳相当額と
して月額「163,600円以
上」または時間額「940
円以上」】 
※東京都（932円）神奈

川県（930円）を考慮
し、18歳相当額（940
円）×法定労働時間
（174時間）≒163,600
円 

 
(2)初任給の引上げ 

技術・技能の継承を
図るうえで安定的な新
規採用は必要であり、
労働需給の情勢や同
業他社との比較・分析
を行い、電力関連産業
が求める人材が確保で
きるよう各加盟組合で
要求額を決定する。な
お、電力総連ミニマム
水準18歳相当額を下
回っている加盟組合は
その確保に向けて取り
組む。 

賞与・一時金について
は、年間賃金の一部と
して安定した生活を支
える生活給部分を最
低限確保することを基
本として、次により要求
を行う。 
 
(1)要求水準 

「年間4ヵ月を最低
水準」とする。なお、過
去の妥結実績、企業
業績、生産性向上や
職場実態なども勘案し
た要求を行う。 
 
(2)要求・妥結方式 

賞与・一時金は、年
間賃金の一部として位
置づけ、夏冬型による
年間要求・年間妥結を
基本とする。 
 
(3)冬季分の扱い 

冬季分については、
賃金引上げ後のベー
スを使用し、夏季分に
準じた扱いとする。 
 
(4)支給日 

夏季分は6月上旬、
冬季分は12月上旬と
する。 

非正規労働者を中心とした賃金・労働
条件の底上げ・底支えが社会的に求め
られており、すべての働く者の労働条件
底上げの取り組みが必要となっている。
電力総連においても、非正規労働者の
待遇改善は、電力関連産業で働く者全
体の底上げを図るものであり、「電力総
連 パートタイム労働者等の均衡待遇に
むけた取り組み指針」に基づき、同じ労
働者の視点から、改正労働契約法・改
正労働者派遣法・改正パートタイム労
働法などの趣旨を踏まえ労働条件全般
にわたる待遇改善の取り組みを進める。
 
(1)パートタイム労働者などの待遇改善

の取り組み 
○各企業が雇用しているパートタイム労

働者などについて、労働条件などの
実態把握、ニーズを把握するための
対話活動などを実施し、当該者およ
び労使の三者で共通認識を図り、今
後の労働条件向上と組織化に向けた
取り組みにつなげる。 

○正社員と同視すべきパートタイム労
働者などの正社員化または正社員化
に向けたルール作りを行う。 

○正社員とは異なる働き方をしている
パートタイム労働者などについても、
職務内容や労働時間などを勘案し、
昇給ルールの明確化、一時金の支
給、通勤費の支給、慶弔休暇などの
整備、その他福利厚生制度などにつ
いて、正社員との均衡待遇に向けて
取り組む。 

○労働契約法の改正後４年が経過する
ことから、有期雇用契約の雇用実態
の確認や無期転換に関するルール
作りを確実に実施するとともに、契約
更新に関する労使対応を行う。 

○有期契約労働者が無期契約労働者
へ転換した際の労働条件について
は、働き方に相応しい処遇となるよう
労使協議を行う。 

 
(2)派遣労働者の取り組み 

2015年9月30日施行の改正法の趣旨
を踏まえ、派遣労働者のより一層の雇
用の安定やキャリアアップを図ることが
できるよう、以下の項目を基本に取り組
む。 
○同じ職場で働く派遣労働者につい

て、業務内容、受入規模、契約期
間、就労場所、契約条件、契約会社
名を対象に情報開示を求めるなど、
実態把握の取り組みを行う。 

○派遣期間を延長して受け入れる際に
義務付けられている意見聴取につい
ては、要員に関する事項や雇用延長
期間などについて、会社対応や労使
協議を行う。 

○派遣先に課せられた雇用安定措置
や均等待遇、雇い入れ努力義務など
の実施状況についても適宜報告を求
める。 

○時給引上げについて
は、最低賃金協定額を
考慮し940円をめざし、
職務内容、契約期間の
実態などを踏まえた要
求または要請を行う。な
お、940円を超えている
場合は、今年度の地域
別最低賃金引上げ額
（平均25円）などを踏ま
えた要求または要請を
行う。 

2016年4月1日施行の女
性活躍推進法や連合「第
４次男女平等参画推進計
画」および電力総連「男女
平等参画社会の実現に向
けた取り組み」を踏まえ、
以下の項目を基本に取り
組む。 
○女性の活躍推進に向

け、職場実態や課題の
把握を行い、行動計画
に反映するよう労使対
応を行う。なお、義務化
の対象となっていない
300名以下の組合にお
いても、法の趣旨を踏ま
え、同様な取扱いとなる
よう労使対応を行う。 

○春季生活闘争の取り組
みを通じて、職場ニー
ズや課題などの把握に
努めるとともに、非正規
労働者においても同様
な取扱いとなるよう取り
組む。 

○女性の活躍推進に関す
る取り組みの実施状況
などが優れた企業を厚
生労働大臣が認定する
制度「えるぼし」につい
ては、誰もが働きやす
い労働環境を整備する
という観点に加え、人材
の確保や公共調達にお
ける加点評価などの優
遇措置があることから
も、認定取得に向けた
取り組みを求めていく。

(1)年間総実労働時間の短縮 
労働時間の短縮は、地域

社会や家庭とのつながりを大
切にするとともに、心身の健康
のために欠かすことのできな
い重要な取り組みであるという
認識のもと、各加盟組合は、
「電力総連時短指針」を踏ま
え、年間総実労働時間1800
時間の達成をめざし取り組み
を行う。また、政府が最大の
チャレンジとして年度内の取り
まとめをめざす「働き方改革」
においても、長時間労働は仕
事と家庭生活の両立を困難に
し、女性活躍や男性の家庭参
画を阻む原因であるとして、法
規制の強化や見直し、36協定
における時間外労働規制のあ
り方の再検討など総労働時間
の抑制に向けた取り組みを進
めるとしている。加えて長時間
労働は、過重労働による体調
不良やメンタルヘルス不調、
過労死といった問題も引き起
こす要因ともなるため、過労死
等防止対策推進法の趣旨な
どを踏まえ、長時間労働を解
消するとともにライフステージ
に応じた多様な働き方を選択
できるよう、健康で意欲と能力
を十分に発揮できる環境づく
りに取り組む。 
①労働時間に関する労使協

議の充実 
②年次有給休暇の取得向上

の取り組み 
③年間所定労働時間短縮の

取り組み 
④所定外労働時間の削減な

どの取り組み 
⑤時間外割増率の引上げな

ど（改正労働基準法）への
取り組み 

⑥ストレスチェック制度の活用
について 

(2)家族的責任が果たせる制
度の整備・充実 

①改正育児・介護休業法など
への対応 

②仕事と育児・介護の両立支
援の取り組み 

(1)高年齢者雇用への対応 
2013年4月1日施行の改正法の趣旨

に基づき、以下の項目を基本に高年齢
者の活力向上につながる取り組みを行
う。 
○継続雇用制度を導入し、労使協定に

よる対象者の基準を設けている場合
は、希望者全員を対象とした６５歳ま
での継続雇用とする労働協約の締
結を行う。 

○高年齢者の経験やキャリアを活か
し、やりがい働きがいにつながる労働
条件の整備や多様な働き方に向け
た労使協議を行う。また、賃金制度
の再設計を行う場合は、最低限必要
な生計費を確保するとともに、高年
齢者における社会水準をめざした取
り組みを図る。 

○高年齢者の就業の場を確保するた
め、働きやすい職場の創出、作業環
境、能力開発、健康管理など、高年
齢者の意欲につながる就業環境の
整備に向けた労使協議を行うととも
に、組織化に向けて取り組む。 

(2)退職一時金制度の確立・整備の取り
組み 
公的年金の支給開始年齢が引上げ

られるなか、安心した老後を過ごすため
の退職一時金の果たす役割はより大き
くなっていることから、退職一時金制度
が確立されていない加盟組合は、中小
企業退職共済制度を活用するなど、早
期確立をめざした取り組みを進める。ま
た、制度が確立されている加盟組合
は、電力総連のクリア水準である1,550
万円以上の確保をめざす。 
(3)災害補償制度の充実の取り組み 

電力関連産業の社会的使命を果た
す重責において、犠牲となった組合員
の業務上災害補償制度は、人命という
何ものにも代えがたい価値への補償と
いう労使共通の理念をもって、制度が
確立されていない単組については、制
度化に向けた重点的な取り組みを行
う。また、確立されている場合も、すべ
ての加盟組合で電力総連のクリア水準
３,５００万円以上（業務上死亡・有扶
者）の補償額をめざす。 

 2月21日 調整中 

   
 

①社会水準をめざす加盟組合は、下表の目標水準を参考に、その
獲得に取り組む。 

【目標水準】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
②賃金制度改定による影響の検証と回復 

過去において労使合意した賃金制度について、月例賃金の一時
的減額や定期昇給原資などを減額改定した場合など、その後の個
別賃金水準の実態を把握し、自社の社会的位置取りや組合員の労
働意欲向上を勘案し要求を行う。 
③賃金カーブの歪みや賃金分布の偏りの是正 

自社の賃金実態を把握し、歪みや偏りがあり、是正が必要と判断さ
れる場合は、その改善に取り組む。 

 

         
         

        

年齢 １８歳 ２０歳 ２５歳 ３０歳 

扶養 単身 単身 単身 
配偶者+ 

子 1 

水準 153,800 162,300 188,300 225,200 

年齢 ３５歳 ４０歳 ４５歳 ５０歳 

扶養 
配偶者+ 

子 2 

配偶者+ 

子 2 

配偶者+ 

子 2 

配偶者+

子 2 

水準 277,500 310,700 337,000 357,600 

 

指標１ 

○社会水準との格差是正【1,500円】 

個別賃金が直近の社会水準と比較

し低位にある場合は、中期的にその

格差是正に取り組む。 

指標２ 

○ 自社賃金水準ピ ー クへ の 復元

【1,800円】 

自社賃金水準ピークへの復元をめ

ざし、職場実態を踏まえ中長期的に

その復元に取り組む。 

指標３ 

○ 社 会 水 準 ピ ー ク と の 格 差 是 正

【2,000円】 

連合全体としてめざす水準であり、

職場実態を踏まえ中長期的にその格

差是正に取り組む。 

2017 

指標 

〇社会水準回帰線との格差是正

【2,900～8,700円】 

個別賃金が直近の社会水準と比較

し低位にある場合の短期的な取り組

み。 



 

 

 
共
 
 

闘
 

産  別 

基本的な考え方 賃上げ要求 非正規労働者の労働条件改善 職場における男女平等の実現
ワーク・ライフ・バランス 

社会の実現 

ワークルールの 
取り組み 

その他の 
取り組み 

要 求 
提出日 

回 答 
指定日 産業全体の「底上げ・底支え」

「格差是正」の取り組み 

月例賃金 
①個別銘柄（年齢ポイント）ごとの

「最低到達水準」「到達目標水準」 
②「賃金カーブ維持相当分（構成組

織が設定する場合）」「賃上げ分」 

企業内最低賃金 
・協定の締結 
・適用対象の拡大 
・協定額の引き上げ 
・初任給の引き上げ 

一時金 
・一時金の要求基準等 

総合的な労働条件改善を求
める【重点項目】の取り組み

賃金の引き上げの取り組み
（男女間賃金格差是正、女性活躍
推進法、改正男女機会均等法、等）

（過重労働対策、時間外 
割増率、両立支援、等） 

イ 

ン 

フ 

ラ 

・ 

公 

益 

共

闘

連

絡

会

議

情 報 労 連 
 

方針決定日 

1月31日 

第47回中央

委員会 

 

社会・経済を自律的かつ持続
的に成長させるためには、所
得の向上による消費拡大はも
とより、これまでも労働組合が
主張し続けてきた「ディーセン
ト・ワークの実現」が不可欠で
ある。そのため、雇用形態間
における均等・均衡待遇の実
現や中小企業における公正
な取引を推進し、働くものが安
心して働き続けられる環境整
備が必要。 
加えて、長時間労働を起因と
する過労死等が社会的な課
題として大きく取り上げられて
いる。労働組合自らの課題と
して、働く仲間の「命と健康を
守る」長時間労働の是正に向
けた取り組みを強化するととも
に、誰しもが活躍できる働き方
への転換が必要である。 

最低到達目標水準(所定内賃金) 
年齢       18歳       25歳       30歳 

勤続年数      0年        7年       12年 
賃金水準  160,000円  192,000円  225,000円
 

年齢       35歳       40歳       45歳 
勤続年数     17年       22年       27年 
賃金水準  258,000円  282,000円  304,000円
 
めざすべき賃金水準 

年齢       18歳       25歳       30歳 
勤続年数      0年        7年       12年 
賃金水準  170,000円  220,000円  270,000円
 

年齢       35歳       40歳       45歳 
勤続年数     17年       22年       27年 
賃金水準  320,000円  350,000円  375,000円
 

連合方針を受け止め、２％程度（定期昇給相当
分を含め４％程度）を基準とした賃金引上げによる
「底上げ・底支え」「格差是正」と「労働時間の適正
化」を最重点に、２０１７春季生活闘争をすべての
働く仲間の「総合労働環境（賃金・一時金・福利厚
生・労働時間および労働関係法制を踏まえた環
境整備等）の改善」をめざす闘いと位置づけ、構
成組織が一丸となって取り組む。 
(1)加盟組合は、これまでの取り組み総括を踏まえ

るとともに、組合員等との対話を徹底し、「底上
げ・底支え」「格差是正」を最重視した月例賃金
改善方針を確立する。 

(2)中小企業に対置する加盟組合は、必要に応じ
「適正な価格転嫁」を企業側に求めるとともに、
①情報労連『最低到達水準』『めざすべき賃金
水準』（別表）（別記１）②連合「中小共闘方針」
（参考１）――を意識し、定期昇給相当分（賃金
カーブ維持相当分）を含め、賃金引上げを中心
に最大限の要求を確立する。 

情報労連最低賃金
協定については、情
報労連に働く仲間の
ミニマム・セーフティ
ネットと位置づけ、現
行の枠組み「（1,000
円－地域別法定最
賃）×3％＝地域別
上積み額」を踏まえ、
すべての加盟組合に
対置する企業に要求
する。 

一時金については、
「年間収入の確保・
向上」の観点から、
前年実績を確保した
上で、さらなる上積
みをめざす。 

加盟組合は、連合「非正規共
闘方針」（参考２）を踏まえつ
つ、有期契約等労働者の役
割・責任や働き方等に応じた
「均等・均衡待遇」を重視した
要求を確立するとともに、正
社員に転換するための制度
を整備する。 

 36協定「特別条項」による延長時間の設定 
(1)すべての加盟組合は、36協定「特別条項」による延長時間

の上限を「情報労連・時短目標」（下表）のミニマム目標以下
の設定に向け労使協議を徹底する。 
なお、ミニマム目標を達成している加盟組合は、上位目標の
設定をめざす。 

 
 
 

(2)特別条項付協定の締結にあたっては、厚生労働省「時間外
労働の限度に関する基準（2010年4月改訂）」（参考３）を踏
まえ、「特別の事情」は臨時的なものに限定し、事前協議手
続き等を定める。 
「勤務間インターバル制度（原則11時間）」の導入 
１日の休息時間の確保に向け、「勤務間インターバル制度
（原則11時間）」の導入に向けた取り組みを強化します。 
中小企業における月60時間を超える割増率の引上げ 
中小企業に対置する加盟組合は、月60時間超え割増賃金
率の50％以上引上げに向け、労使協議を徹底します。 

(1)改正労働者派遣法に関する取り
組み 
事業場ごとにおける派遣労働者

の実態把握と受入れ起算日の確認
など、意見聴取等の取り組み強化と
当該派遣労働者への周知等を徹底
します。 
(2)労働契約法に関する取り組み 

２０１８年４月より改正労働契約法
第１８条（無期転換ルール）が適用さ
れることを踏まえ、無期転換ルール
回避目的の雇止め防止や転換促進
に向けた取り組み等を強化するとと
もに、仲間づくりの取り組みにつな
げます。 
(3)働き続けられる取り組み 

高年齢者雇用安定法、障がい者
雇用促進法等を踏まえた対応を継
続するとともに、*短時間労働者の
社会保険適用拡大の遵守状況等の
確認や育児・介護・治療との職業生
活の両立支援の整備に取り組みま
す。 

 統一日は設
定 し て い な
い 。 全 国 単
組は2月末ま
でに提出 

統一日は設
定 し て い な
い。 

 全 国 ガ ス 

 

方針決定日 

1月27日 

共通軸として、月例賃金の重
要性に鑑み、「賃金」にこだわ
るとともに、一時金や最低賃
金、諸手当等の「幅広い経済
的労働条件」にこだわる「2つ
のこだわり」をもつこととする。
加えて、労働諸条件が維持で
きていない単組や、相対的に
水準の低い単組があることを
踏まえ、これまで以上に「復元
・底上げ・底支え」を強く意識
し、格差拡大の動きを反転さ
せる取り組みを強力に進めて
いく。 

中期的な観点も含めた幅広い
視点から取り組みを行う「統一
的な賃金関連要求」の考え方
に沿って取り組むこととし、各単
組の主体的な判断のもと、月例
賃金の維持・改善・復元といっ
た賃金水準に関する取り組み
に加え、賃金水準の維持・向上
をはかっていくうえでのベース
となる賃金体系・制度の導入・
整備や、賃金の重要性・将来
展 望 を 経 営 側 に 確 認 す る と
いった取り組みを行う。 

産業別最低賃金  
月額142,000円 

前年実績月数維持を基本とし
つつ、各単組の状況を加味し
た要求を行う。  

働く仲間の職場環境・労働環
境に関する項目への取り組み
（働く仲間の職場環境・労働
環境の把握・改善、改正労働
者派遣法への対応、連携強
化に向けた取り組み等） 

単組の実態に応じ可能な範
囲で組合員に準じた対応を
求める。  

各単組が実態に応じて主体的に
取り組む（女性活躍推進法への
対応等） 

各単組が実態に応じて主
体的に取り組む（労働時
間短縮、労働時間管理
の適正化、ワーク・ライフ・
バランスの推進等） 

各単組が実態に応じ
て主体的に取り組む
（改正育児・介護休
業法、改正確定拠出
年金法、改正労働安
全衛生法、改正祝日
法、改正労働者派遣
法への対応等） 

各単組が実態に応じて主体的
に取り組む。 
①企業の健全な発展に向けた

取り組みに関する項目（経営
情報の確認、電力・ガスシス
テム改革の影響を踏まえた
経営ビジョンや自由化への
対応・準備状況の確認、組
合員への影響・期待の確認
ならびに意見提言、生産性
向上に向けた取り組み等） 

②諸手当に関する項目 
③企業内福利厚生に関する項

目 
④人事制度に関する項目（職

能資格制度や人事考課制度
の整備・見直し、育児・介護
に関する制度の整備・充実、
不慮の事故・災害に備えた
諸制度の整備・充実等） 

⑤人材育成施策の充実に関す
る項目 

⑥安全・衛生・健康のための体
制・制度の確立・充実に関す
る項目 

⑦60歳以降の充実した働き方・
暮らし方に向けた諸制度に
関する項目 

⑧労働協約の締結、整備・充
実に関する項目 

⑨組織活性化、コミュニケー
ションの充実に関する項目 

2月24日 終息目標に
ついては、3
月内決着に
向けて努力
し、全体とし
て は 4 月 14
日 ( 金 ) ま で
に 決 着 し て
いくこと 
とする。 

        

情報労連・時短目標 ミニマム ステップアップ ターゲット 

36協定「特別条項」
による延長時間 

年750時間
以下 

年540時間 
以下 

年360時間
以下 
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産  別 

基本的な考え方 賃上げ要求 非正規労働者の労働条件改善 職場における男女平等の実現
ワーク・ライフ・バランス 

社会の実現 

ワークルールの 
取り組み 

その他の 
取り組み 

要 求 
提出日 

回 答 
指定日 産業全体の「底上げ・底支え」

「格差是正」の取り組み 

月例賃金 
①個別銘柄（年齢ポイント）ごとの

「最低到達水準」「到達目標水準」 
②「賃金カーブ維持相当分（構成組

織が設定する場合）」「賃上げ分」 

企業内最低賃金 
・協定の締結 
・適用対象の拡大 
・協定額の引き上げ 
・初任給の引き上げ 

一時金 
・一時金の要求基準等 

総合的な労働条件改善を求
める【重点項目】の取り組み

賃金の引き上げの取り組み
（男女間賃金格差是正、女性活躍
推進法、改正男女機会均等法、等）

（過重労働対策、時間外 
割増率、両立支援、等） 
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ン 
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・ 
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益 

共

闘

連

絡

会

議

全 水 道 

 

方針決定日 

1月27日 
 

公務職場における臨時・非常
勤職員の均等待遇実現などを
柱 と し た 格 差 是 正の 取 り 組
み、関連企業に勤務する労働
者と公務員労働者との均等待
遇実現など。 

公務労協・公務員連絡会の要
求に準ずる。 

月 額 160,400 円 以 上 （ 日 給
8,020円以上、時給1,003円以
上、諸手当を含まず）を基本と
し、各単組で要求額を決定す
る。 

公務労協・公務員連絡会の要
求に準ずる。 

臨時・非常勤職員の賃金につ
いては常勤（正規）職員に準
じた時間比例按分による均等
待遇を要求 
臨時・非常勤職員の一方的な
雇い止めの禁止 
臨時・非常勤職員の正規職
員への移行制度の確立 
社会保険制度を適用できる職
員への加入を保障・促進 

臨時・非常勤職員への一時
金、通勤手当、地域手当の
要求 

女性職員の採用と任用・登用の拡
大 
育児休業制度、介護休業制度の
改善と制度活用拡大のための職
員定数の増員 

年間総労働時間を1,800時間
に短縮するため 
①所定労働時間を週38時間

45分、1日7時間45分とする 
②超過勤務縮減のための施

策を進める 
③時間割増率を50％、休日割

増率を100％に引き上げる 
④年次休暇の取得を積極的

に促進する、等々の実現を
はかる 

  2月17日 3月24日 

ＮＨＫ労連 
 
方針決定日 
2月6日 

公共放送グループという環境
をふまえつつ、中小組織の労
働条件向上を目標に、連合方
針をベースに「賃金改善を含
む労働条件の検証」、「非正
規労働者の労働条件向上」、
「ワーク・ライフ・バランスの推
進」をはかっていく。 

加盟各団体の経営環境を踏ま
えつつ、産別内格差改善をは
かることを目的に、賃金カーブ
を維持したうえで、月例賃金の
引き上げを重視する賃金改善
をはかること。 

 昨年実績をベースとする。 加盟単組が「非正規労働者
へのアプローチ」を重要課題
として職場点検から取り組み
をはじめ、賃金を含めた諸制
度の充実を目指す。 

連合の「誰もが時給1,000円」
を背景に加盟組合は、非正
規労働者の契約実態を踏ま
えた上で、昨年の向上実績
に続き賃金改善に取り組む。

昨年策定した女性活躍推進法に
よる行動計画の進捗状況を確認
し、補完すべき項目を要求する。

 長時間労働抑制の意
識を労使で共有したう
えで、時間外割増率
の 引 き 上 げ や イ ン
ターバル休息制度の
導入などの諸制度の
単組要求を組み立て
る。 

 2月21日  

森 林 労 連 
 
方針決定日 
2月25日 

森林・林業基本計画に基づ
く、森林・林業・木材関連産業
政策の具体的展開を求める。 

         未定 未定 

 


